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令和７年度空知圏域障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会議事録 

 

日  時 令和７年（2025 年）７月 11日（金） １３時３０分～１５時３０分  

 

場  所 空知総合振興局 ５階会議室 

 

出 席 者 穴澤地域づくり推進員 

  佐藤（邦）委員、青柳委員、梅原委員、石塚委員、鈴木委員、田澤委員、中川委員、 

  山本委員、加藤地域づくりコーディネーター、小林地域づくりコーディネーター 

  （事務局）影山社会福祉課長、芝木主査（地域福祉）、福田主事 

 

議  題 １ 報告事項等 

   （１） テレビ番組における字幕放送等について 

   （２） 地域づくり委員会の所掌事項等について 

  ２ 協議事項 

   （１） 委員等による意見交換等（今後の取組について） 

 

議  事 

１ 開会 

事務局（芝木主査）： 皆様どうもお疲れ様です。お忙しい中ありがとうございます。時間にな

りましたので始めたいと思います。では座らせていただきます。それでは定刻となりましたの

で、空知圏域障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会を開催します。 

 まず初めに当委員会の委員は任期が 2年となっており、昨年度と今年度が 8期目となります。

前回の委員会に出席の皆様には辞令書を交付させていただきましたが、前回欠席などの 3名の委

員の方へ、空知総合振興局社会福祉課長の影山より、辞令書を交付いたします。 

 石塚委員と中川委員と山本委員の 3名様に辞令書をお渡しさせていただきますので、その場で

お待ちいただければと思います。 

 なお、今日、委員ですねもう 1人、佐藤至英委員さんがいらっしゃるんですけども今日は欠席

になっておりますことを報告します。 

（影山課長から各委員へ辞令交付） 

 それでは、開会にあたりまして空知総合振興局社会福祉課長の影山からご挨拶申し上げます。 

 

影山課長： 空知総合振興局保健環境部社会福祉課長の影山と申します。この 4月に空知に参り

ました。前任地は上川、旭川の振興局、同じく社会福祉課長しておりまして、その前は宗谷、そ

こでも社会福祉課長で、振興局の社会福祉課自体は、釧路とオホーツク、宗谷と上川と空知でこ

こ 5か所目になります。道職員になって空知管内の勤務は初めてでございます。私事なんですけ

も、一応、生まれたのは、滝川市立病院なんですけども、小さいうちに引っ越して、全然記憶も

何もないですが、一応ゆかりはある管内なのかと思っていますけども。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 それでは令和 7年度の第 1回目の空知圏域障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会の開催に

あたりまして一言ご挨拶を申し上げます。 

 本日は何かと本当に忙しい中ですね、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。 

また、日頃より本当に障がい福祉政策の推進にご協力、またはご尽力いただいておりますこと

に、この場をお借りして厚くお礼を申し上げたいと存じます。 

 さて、この委員会につきましてはご存じの通り、平成 22年に施行されました、北海道障がい

者条例に基づき、道内14圏域、各振興局ごとに設置している委員会となっておりまして、障が

い者の差別や虐待、権利擁護に関することの他、障がい者の地域での暮らしづらさに関する申立
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て事案ですとか、地域で課題とされていることの解決に向けた協議、そして、障がいを理由とす

る差別解消のための取り組みについての情報交換と協議を行うことを主な目的とした委員会とな

っているところでございます。 

 先ほども芝木の方から言いましたけど、8期目の委員として、皆様にご就任いただいてるとこ

なんですけども、令和 6年度と 7年度の 2年間の任期となっているところ、ご承知の通り昨年度

事務局の不手際もございまして、昨年度の委員会はもうほぼ年度末となる年が明けてから、2月

に第 1回のみの開催となってしまい、委員の皆様からの情報提供ですとか、貴重なご意見を賜っ

て取り組み等について協議する機会を損なうような結果となってしまったことにつきまして、本

当に大変重く受け止めており、深く反省しているところでございます。誠に申しわけございませ

んでした。 

 今期の委員の皆様の任期ももうすでに残り 9ヶ月を切っている状況になっており、期間も本当

に限られてしまっている状況でございますけども、この空知圏域でですね、生活している障がい

のある方々、日常生活の中で感じている様々な暮らしづらさですとか、何が課題になっているの

か、その解消・解決に向けて何ができるのかと、そういった取り組みなどについて、情報交換で

すとか、協議させていただけたらと考えておりますので、本日ご出席の委員の皆様におかれまし

ては、忌憚のないご意見、ご提言等を賜りますようお願い申し上げまして、簡単ではございます

が、開会にあたってのご挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

事務局（芝木主査）： それでは続きまして資料の確認をさせていただきたいと思います。お手

元にご用意させていただきましたが、本日の会議の資料ですけれども、まず最初、一番上が次

第、そして名簿、資料に入りまして、資料 1－1、1枚ものですね。資料 1－2、2枚もの両面です

けども、資料 1－3、これも 1枚ものになります。それから続けて資料2－1、これも 1枚もの

で、次の資料 2－2は 2枚ものになります。それから参考資料としまして、その後ろで 3つござ

います。内閣府の合理的配慮をしていますかと大きく書かれた資料、これが 4枚ものの両面にな

っております。それから次の後ろから 2枚目のカラーの「セルフ給油、車いす」と大きく書かれ

ている資料、これが 2つ目。3つ目が一番後ろの、これもカラーですけれども、稚内市立図書館

での取り組みに係る資料、以上となります。不足しているものないでしょうか。大丈夫でしょう

か。ありがとうございます。それでは、本日の議事に入らせていただきますけれども、進行につ

いては、本委員会を統括する地域づくり推進員の穴澤推進員にお願いしますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

２ 報告事項等 

穴澤推進員： それでは早速入っていきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 まず、本委員会は、障がい者に対する差別や虐待、権利擁護などについて先ほど説明もありま

したけれども、協議等の申立てがあった場合、委員会として協議あるいはあっせんを行っていく

っていう形になりますけども、前回の委員会以降、特段協議申立ててはなかったということでご

ざいますので、事務局の方、大丈夫ですね。 

（事務局からないことを確認） 

 というこで申立事項はなしという前提の中で、今回議題を挙げさせていただいております。 

2番目の報告事項と、そして 3番目の意見交換等々含めた協議事項というところで、進んでい

きたいな、というふうに思っておりますのでよろしくお願いいたします。 

 早速なんですけど、報告事項と、これ前回の流れからもちょっと続いてる話ではあるんですけ

れども、（１）の部分ですね。テレビ番組における字幕放送等についてということで、報告事項

として事務局からご報告をお願いします。 

 

事務局（福田主事）： 社会福祉課地域福祉係の福田と申します。私のほうからは、テレビ番組

等における字幕放送等について説明させていただきます。 
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 まずは資料１－１「放送分野における情報アクセシビリティに関する指針」をご覧ください。 

 前回、令和６年度の地域づくり委員会において、委員の皆様からいただいたご意見のうち、テ

レビ放送の関係で、民放は喋っていることがテロップで流れるが、NHKはそうではないので、災

害等の緊急時などに、音声が聞こえない聴覚障がい者にも情報が目で見てわかるテロップを流す

よう、NHKに働きかけるべきといったご意見をいただいたことを踏まえまして、事務局で調べて

みたところ、総務省が、字幕放送、解説放送及び手話放送の普及目標を定めた指針を出していた

ということなどがわかりました。 

 この指針では、字幕放送、解説放送、手話放送とそれぞれの目標が定められています。 

 上の段の表の字幕放送について、普及目標の対象は、放送時間は朝６時から 25時・深夜１時

までのうち連続した18時間、放送番組は字幕付与可能なすべての番組として、NHKと民放の区分

ごとに目標が定められていまして、NHKと地上系民放のローカル局以外は「対象の放送番組のす

べてに字幕付与」、民放ローカル局については、「2027年度・令和９年度までに対象の放送番組の

80％以上に字幕付与、できる限り対象すべてに字幕付与」といった目標設定がされています。 

 次に資料１－２をご覧ください。こちらが、さきほどの指針・目標を踏まえた NHKや民放の取

組状況について、総務省が調査・公表した令和５年度の実績となります。 

 字幕放送に関しては、対象となる放送番組における字幕番組の割合と、総放送時間に占める字

幕放送時間の割合が公表されておりまして、NHK総合は字幕番組の割合が100％、字幕放送時間

の割合が 91.7％、その他は記載のとおりとなっていますが、１ページ目下の黄色でマークしてい

る（参考１）の部分をご覧ください。これが、札幌、大阪、名古屋など全国７つの NHK拠点放送

局の平均となりまして、字幕番組の割合が 95.1％、字幕放送時間の割合が87.7％と、NHKの総合

放送よりも低い実績となっていることがわかりました。 

 次に資料１－３をご覧ください。視聴覚障害のある方への放送分野の情報アクセシビリティの

向上に向けた取り組みが、国主導で行われているということがわかったところですが、NHKに関

しては、字幕番組の割合が札幌を含む総合拠点放送局では目標達成していないということで、そ

の辺を NHK本社に問い合わせてみました。問い合わせた内容は１番に記載の２点、１点目が①の

NHK（総合拠点放送局）は字幕放送割合が 95.1％となっているが、字幕放送できない番組はどの

ような番組で、どのような課題があって字幕対応できていないのか。 

２点目が②の災害等突発的な生放送で生字幕対応ができているのか、できていないのであれば、

どのような課題があってできていないのか。といった内容で、NHK本社の番組への「ご意見・お

問い合わせメールフォーム」に空知総合振興局社会福祉課長名で照会しました。 

 ２番が NHKからの回答です。問い合わせはNHK本社にしましたが、問い合わせの際の標題をこ

の資料の標題と同様に「NHK札幌拠点放送局における字幕放送の状況について」としたこともあ

り、NHK札幌放送局の視聴者ふれあいセンターから回答がありました。 

 どのような課題があって字幕対応できていないのかという質問への回答は①のとおり、札幌局

では、要員（体制）に限りがあることから、１日の中で最もテレビをご視聴頂ける夜間帯を中心

としたニュースと、ニュース以外の番組では「北海道道」という番組と「北海道スペシャル」な

どの特集番組で道民の関心が高いテーマを取り上げる回を中心に字幕を付与しているといった回

答でした。 

 災害等突発的な生放送への生字幕対応ができているのかという質問への回答は②のとおり、災

害や緊急報道など生命財産にかかわる全国放送の特設ニュースなどには、即座に生字幕を付与

し、深夜であっても台風などあらかじめ被害が予想される場合は、終夜で生字幕放送を実施して

います。また２０１８年の「北海道胆振東部地震」の際、札幌局では上記のニュースに加え、体

制が整う時間帯のニュース（北海道地方向け）に、可能な限り生字幕を付与して放送しました。

特に、生放送での字幕付与には、瞬時に対応する高度な専門能力が求められるため、要員の確保

などが課題となっていますが、今後もユニバーサルサービスの拡充に努めてまいります。 とい

った正式回答がありましたので、ご報告いたします。私からは以上です。 

 



4 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございます。それで報告事項の 2番目までやってちょっと、質

問とかを受けようかなと思いますので、（２）の部分の地域づくり委員会の所掌事項等について

ということでお願いします。 

 

事務局（影山課長）： 私の方からは（２）地域づくり委員会の所掌事項等について説明させて

いただきます。 

 まず資料 2－1の方をご覧ください。この地域づくり委員会につきましては、平成 22年 4月に

施行されました、いわゆる北海道障がい者条例に基づいて、道内 14圏域に設置しているところ

です。その委員会の目的、役割は何かという部分、おさらいになりますけど、条例等を抜粋した

ものが、この資料となっております。 

 1つ目の丸の、北海道障がい者条例の第 42条の所掌事項として、（１）障がい者の地域での暮

らしを支えるサービスに関すること。これは障がい福祉サービスだけではなくてですね、地域で

暮らす中で、必要とする、利用する、官民を含めたすべてのサービスを含むこととなります。そ

して、（２）差別や虐待及び権利擁護に関すること。（３）その他地域で暮らす障がい者の暮らし

づらさに関すること。 

 この 3つの所掌事項に関して、ちょっと飛びますけど丸の 3つ目の、北海道障がい者条例の施

行規則の第 11条になりますけども、この地域づくり委員会は先ほどの所掌事項に関して、次に

書かれている場合って書いてますけど、その下に記載の（１）地域づくり委員会に対して、協議

等の申立てがあった場合。これは特定の障がい者、その原因となるもの双方が特定されているの

は特定事案の場合とかになりますけども、次（２）市町村長からの協議等の依頼があった場合。

これは市町村が受けた相談事案ですとか、市町村が把握した課題、事案などで、その市町村、あ

るいは自立支援協議会だけではですね、解決できないような問題、課題などについてですね、地

域づくり委員会に対して協議依頼があった場合というようなことになります。そして（３）その

他地域づくり推進員が必要と認めた場合。さっき所掌事項のうちですね、特定事案となる事案以

外で解決すべきような事案、市町村ですとか市町村の自立支援協議会単体では解決が難しいよう

な広域的な課題などを、いわゆる地域課題という言い方してるんですけど、その地域課題につい

て解決を図るための協議などを行うというのがまず基本の役割となっております。 

 実は、平成 22年にこの北海道障がい者条例が施行された当初は、地域づくり委員会の役割等

についてはここの部分まで、条例でいうと一番上の丸の条例第 42条の第 1項の部分だけだった

んですけど、そのあとに、平成 25年に障がい者差別解消法ができたことなどから、丸の 1つ目

の条例第 42条の第 2項のアンダーライン引いている部分なんですけども、いわゆる差別解消法

の 18条第 1項に規定する情報の交換及び協議を行うという部分が追加された形になってます。 

 差別解消法に規定する情報の交換及び協議というのは何かというと、この資料の 2つ目の丸に

関係部分抜粋してますけども、障がい差別解消法のですね、第 17条において障がい者差別解消

支援地域協議会という協議会を国や地方公共団体の機関が組織することができる規定となってお

りまして、その目的は、アンダーライン部分ですけど「障がいを理由とする差別を解消するため

の取り組みを効果的かつ円滑に行う」それを目的とした協議会となってまして、次の第 18条に

なりますけども、今言った目的を達するために必要な情報交換と「障がいを理由とする差別を解

消するための取り組みに関する協議を行う」といった部分が地域づくり委員会の所掌事項に追加

されたという経緯があります。 

 次に資料 2－2、カラーの「障がいを理由とする差別の解消を目指して」というパンフレットを

ご覧ください。こちらが地域づくり委員会のパンフレットになります。 

これはこういった相談・協議申立てができる地域づくり委員会というのがありますよという、

一般向けの周知パンフレットですので、先ほど言いました障がい者差別解消法ができる前と内容

は変わっておりません。 

 1ページ目のところに「お困りのときは相談ください」と書いてますが、虐待があった場合、

障がいを理由とする差別不利益な扱いがあった場合、日常生活への暮らしづらさがある場合に関
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しての協議申立てなどがあった場合に、地域づくり委員会では、相談者が暮らしている市町村な

どと連携して、解決に向けた協議・あっせんを行うというようなもので、パンフレットを開いて

2ページ目をご覧いただきたいんですけど、こちらに図がありますけども、北海道としましては

圏域、真ん中の部分ですね、地域づくり委員会、圏域単位に設置した地域づくり委員会だけでは

なくて、上の方の、知事を本部長とした推進本部っていうのが道本庁に設置されておりまして、

圏域で解決できないような事案については、その推進本部に上げて対応を求めるという、いうよ

うな体制にもなっております。 

 次の 3ページ目の地域づくり委員会の手続きっていう部分ですけど、上の方に赤いアンダーラ

イン引いていますけど、一義的にはまず市町村ですとか相談支援事業所で、様々な困りごとの相

談を受け付けている形になっていますけど、また地域相談員っていうのも配置しておりまして、

そちらも相談に対応している。こうした窓口で対応が難しい問題などについて、協議申立てがあ

った場合に、これ 1・2・3・4と流れ書いてありますけど、2番目とか事実確認のため地域づくり

推進員は当日双方、関係者から聞き取り調査を行った上で、3番になりますけど地域づくり委員

会を招集して問題解決ためのあっせん案を協議して双方に提示すると。そこまでのプロセスで問

題が解決できればそれで終了となるんですけども、協議申立ての原因となったものがあっせんに

応じてくれないですとか、そういった場合など問題が解決されないと、著しい暮らしづらさとい

うのが解消されないとなった場合に、文書による改善指導となる場合もあります。それでも改善

の見込みがないという場合には、知事による改善確保措置を求めることもできるというようなも

のになっております。 

 特段こういった協議申立て事案がない場合についても、先ほど障がい者差別解消法できてから

追加されたようなものも含めて障がいを理由とする差別を解消するための取り組みに関する協議

ですとか、その他地域での暮らしづらさの解決に向けた取り組み、あるいは情報交換などを行う

というのが、地域づくり委員会の主な役割ということになっております。私の方から以上です。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございました。それでは今の 2点の部分についてなんですけど

も。ご質問、とかご意見とかもしありましたら、いかがでしょう。 

 

青柳委員： 地域相談員というのは私初めて聞いたんですけども。例えば実際滝川なんかは、そ

ういう配置されているのか、もしくは圏域的に何かこう、うん。それちょっと詳しく教えて。 

 

穴澤推進員： ということですが事務局の方で、地域相談員の配置含めて、はい。 

 

事務局（芝木主査）： 地域相談員ですけれども、各市町村ごとに、身体障がい者相談員それか

ら知的障がい者相談員って方を市町村で任命しておりまして、その方の大部分が、市町村さんか

らの推薦を受けて、道が任命する（北海道障がい者条例に基づく）地域相談員にもなっていただ

いているという状況となってまして、圏域でってことではなく市町村ごとでですね、人数はその

町の大きさで違うんですけども、身体障がい者相談員が 1人、知的障がい者相談員 1人ずつです

ね、身体と知的が 1人ずつ、市町村の方でいらっしゃって、そのあたり、合わせた形で、地域相

談員にもなっていただいている状況になります。 

 

青柳委員： 今言われた通り、精神がないんですよね。これがね、制度上そういうことになって

るんだろうけど、3障がいって言っておきながら、精神がないっていう。 

 滝川のお話で、ある取り組みをやったときに、滝川の江部乙に身体障がいの方の相談員が、そ

の人にいろいろ話したら、「精神の人も話に相談に来たりするんだけど、私何言っていいかわか

んない。内容も全然わかってないし、その精神のことについても答えることもできないと困るん

だよね」と。 
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事務局（芝木主査）： 市町村で任命してるのは、身体障がい者相談員だけなんですけど、うち

の方で、道で任命する地域相談員は、障がい種別は関係なく対応することになっています。 

 

青柳委員： ただ、現実的に地域の方が大事なわけで、市町村の方が身近に人がいるわけですか

ら。これ後の議題なのかわからないけど。 

 前から思ってんだけど本当に、その時に感じたのは精神がないのは何でだろうなと、すごく疑

問に思ってます。 

 

穴澤推進員： 了解ですありがとうございます。 

 他、１番 2番に共通しての質問とご意見みたいな形なんですけれども、ありますでしょうか。

大丈夫ですかね。はい。梅原委員どうぞ。 

 

梅原委員： これ NHKの関係については前回私の方から、前任の課長に、話しをした件なんです

けれど。NHKのね、これ福田さんが、議事録や何か取っていただくなりして、そして、このよう

に資料を出して、NHKからね、いただいているんですけど。なんて言ったらいいかな。ニュース

やなんかはね、遠くから見てると、確かにテロップは流れるんですよ。ニュースは流れるのは

ね、どういうことかというと、録画なんですよね。実際にそのスタジオで、NHKの話をしてて

も、それが、テロップ、今の時代ですからね、どうでもできると思うんですけど、そういうのが

流れてないと、例えば、難聴者、耳の悪い人にはね、僕はわかんないんだろうと。なかなか、皆

さんに話もわかんないわけ。 

 今の時代、SNSとかさ、やっぱりテレビを見なくなってる、新聞を見なくなってるということ

で、やっぱり多くの障がい者の方は、僕はね、テレビを見てることが多いんだろうと思う。です

けど、1つ、例えば事例として、今、津波が起きましたとか、危険ですからとか言って、NHKは

しゃべってもそれを大きな津波の場合は、出るときもあるんです。ですけど、言葉の中で、そう

いうとき出てこないことが結構あるんですね。だから僕は、NHKはきちっとやってもらいたいと

思う。 

 NHKはこういう数字いろいろ出してますけど、「瞬時に対応する高度な専門能力が求められるた

め、要員の確保などが課題となってます。」と、こんなこといっていいのかと思うんですよね。

今の時代、そんな難しくない。本当に難聴者にしたらね、そう言われても、さっぱりなわけ。他

の人たちはわかってこれは大変ということで動くと思うんです。そういうことが結構ある。 

 今、デフリンピックをするとかいって、若い人たちがそこにスポーツに対して、生き生きとし

た姿もあるだろうし、そうそういうの見てると、NHKは数字ばっかりこう出てきてるけど、僕は

ね、民放の方が意外とテロップが間違ってたら間違ってるなりに、後で説明するんですよね。今

の時代ですから、そこまで不十分でも僕はいいんだろうと。NHKはね、そこをやらない。変な話

で、先ほどの部分で逃げてしまうのかな。ほとんどの人はね、障がいの方は、民放見ないで NHK

と、こういう関係を見ると思ってこれなんぼ言ったってしょうがないんだよ。若い人たちはあん

まり、この NHKのニュースとか、見ないだろう。 

 そして、ここの議事録にも書いてあるけど、たまたまね、鈴木知事が、所信表明とか何かこう

喋るんですよ。NHKのスタジオに来てしゃべるんですよ。喋っても、その対応してる人間たちは

ニコニコして、知事もそれは伝わってるだろうと思ってニコニコ喋る。それぐらい、今の時代、

やっぱり流せと思って、間違ったらさっきも言い、くどいですけど、間違ってもいいからやれや

と思うんですよ。 

 福田さん。ありがとうね。たくさん書いていただいて。やっぱり、多少は NHKも僕は刺激にな

ったと思う。わかってるかどうかはわからないですけどね。以上です。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございます。 

 



7 

 

佐藤（邦）委員： NHKでも民放でも、どちらでもそうなんだけれども、テレビのリモコンの設

定を変えれば、字幕が出てくるようにセッティングできると思います。 

 

穴澤推進員： 一部ですね画面のやつで、そもそものテレビの設定のやつね。 

 

佐藤（邦）委員： まず、設定しなければ普通に音が流れるんで、自分もその設定をしたことな

いんだけども、字幕を出すように設定しちゃうと、画面自体が今度は見にくくなっちゃって、字

ばっかり追ってしまってその画面が見えにくくなるっていう不便さはあると思います。 

 

事務局（影山課長）： 私、実は過去に聴覚障がいの職員が部下におりまして、宗谷のときなん

すけど、今もちょっといろいろやりとりしてるので、今回のこのお話を聞いたときに実際どうな

のって話をやりとりしてみたんですけども、字幕に関して言えば、字幕ボタン押せば民放よりは

NHKの方が出る。でもやっぱり梅原委員おっしゃったとおりテロップですよね。テロップはやっ

ぱり体感的には圧倒的に民放の方が流れる部分あるのかなと、という部分が聞けました。 

 で、やっぱり言ってたのがその字幕もタイミングがやっぱりずれちゃう。遅い。あらかじめの

ドラマとかそういうのはちゃんとリアルタイムで出るけども、生字幕放送みたいなのだと、十何

秒も遅れてきて、そんなこんなしてるうち次のニュースに入っちゃって、尻切れみたいなことも

あるような、デメリットというかですね、そういったのもそうなんだなと。僕もその話聞いて、

実際字幕ボタン押してみたら、ニュースに関してはやっぱり早くても 7秒ずれてる。遅かったら

15秒とかずれて画面と全然マッチしてない。あらかじめ録画編集されたドラマとか、バラエティ

ー的なものは、完全な字幕はタイミングも含めてなっているんでしょうけど、そういった課題は

あるのかなっていうのは、改めて勉強になったと思います。 

 それとあと今回のお話受けて、芝木主査の方でろうあ連盟の手話通訳者に確認してもらったん

ですけど、高齢の聴覚障がい者は手話の方が良いっていう人が多いと。字幕ボタンも知らない人

がいるみたいな話と、あと、難聴者や中途で聴覚を失った人は手話を知らない人が多いので、字

幕の方が逆に良いと。現役世代は字幕は有用だと思うと。若い人はニュースとかの情報はスマホ

で得るような形で。あと、しゃべった内容が文字で出るような、音声認識の文字起こしのアプリ

っていうのがスマホとかでもあるんですけど、それを使ってる人もいるというようなことがわか

りました。 

 なので、字幕だけがすべてじゃない。当然解説放送も字幕も、特に手話なんかさっき触れませ

んでしたけど、手話放送の比率が全然少ないですよね。そちらもすべて、もっともっと多ければ

いいのかなっていうのは、ちょっと勉強になったところです。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございました。1つね、前回の部分で言ってたその、テロップ

字幕の部分のところで実際にはこんな形で、対処法としてはこんな方法があってみたいなところ

で、今あるんだなっていうところですねはい。 

 はい、では、他に意見はありますか。ご意見とか、ご質問とか。はい。 

 

３ 協議事項 

穴澤推進員： ないようですので、では次に、協議事項っていうところに書いてあると思います

けれども、委員等による意見交換等という、今後の取り組みについてということでございます。

これ、今年度で言うと、今回と、そして、あともう 1回、この委員会をやるというのはあるわけ

でございます。その時につなげる議題であるとか、ここら辺ちょっと深められたらいいなと、ち

ょっと今回の皆さんのご意見等を、生かしながらテーマも決めていければいいかななんていうふ

うにも思っていますし、先ほど、事務局の方でも説明していただいたんですけども、そもそもこ

の暮らしやすい地域づくり委員会っていうのは何を目的にしていてみたいなところが、ちょっと

再認識したかなと思いますので、それに基づきながら、実際に皆さん、関わってる中でとか日頃
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の生活の中で、どんなことがやっぱりちょっとした課題としてやっぱりあるんだろうかっていう

ところを、これからちょっと、1人ずつちょっとお話を聞きながら進めていければいいかなあと

いうふうに思っています。 

 事務局の方でもさっき課長、いろんなところをね地域福祉の分野で回っておられていて、その

実際の、こんな取り組みが実はあったんだよみたいなところが、データがあったらどうなんでし

ょうねなんていう話を事前にちょっと話をしていて、課長の方からも話題提供じゃないですけど

も資料の中で、出していただいているものもありますので課長が先にこっちの方話して、途中が

いいかな。はい。 

 

事務局（影山課長）：カラーの後ろ 2枚の資料ですね。私前に居た上川とそのさらに前に居た宗

谷での地域づくり委員会の取り組みを、参考資料という形で付けさせていただきました。 

 このセルフ給油、上川の委員会で取り組んだものなんですけども、お帰りになってこの QRコ

ードからスマホでも見れますので、ご覧いただければなと思うんですけども。 

 何でこの取り組みしたかというと、発端というか紐解いたらですね、セルフ給油が解禁になっ

たじゃないですか。そのときに、車いすを利用する障がいのある方からの相談で、「自分はもう

セルフ給油なんて使えないので、世の中セルフ給油のスタンドばかりになったら給油するところ

なくなっちゃって困る」っていうような相談がもう 10何年か前にあったらしいんです。だけど

蓋開けたら、今でも何かしらフルサービスの給油というのは、生き残ってるみたいな状況ではあ

るので、その方からは特にこれで協議申立てするだとか何とかっていう話ではなくて、話題とし

てはあったんですけど、ただ、この上川の地域づくり推進員自身が、身体障がいの車いすのユー

ザーなんですよね。事業所の所長をやっているのもあってですね、同じく車いすの方たちといろ

いろ話す中で、「やはりガソリンが安いのはセルフ給油のスタンドだ。フルサービスだと単価高

いし、フルサービスだともう夜 8時前に閉まっちゃう。セルフだと 24時間。なんか不便。だか

らセルフが使えない自分はやっぱり不便だ。」みたいな。そういったのもあってですね、あとで

動画ご覧いただければあれなんすけど、同じ車いすユーザーでも本当に障がいの程度、異なって

いてですね、もう難なく給油できる方と、本当にもう無理だっていう方と色々いて、やっぱりス

タンドのスタッフにサポートしてもらわないと給油ができない。お金を自分で入れたりなどもで

きないみたいな、実際検証してみようみたいなので始まってやってみたっていうのがこの動画だ

ったんですよね。 

 上川の公式の YouTube チャンネルにアップしたという部分もあって、コメント欄は、炎上対策

で無効にしたというのもあって、見た方のリアクションがちょっとわかんない状態ではあったん

ですけど、道職員の中で公開したときは、結構リアクションがあって、概ね本当に勉強になった

というのも含めてですね、いろいろご意見あったんですけど、1回新聞に取り上げられたことも

あって、そのときに直接電話いただいた、新聞を見た方からのお話では、もう、こんな、動画見

ていただければわかるんすけど、本当にすごい十何分もかかる。で、給油やっとできた。そんな

のを、「邪魔だから使うな」っていうご意見もありましたし、あと、「セルフだからって、何も手

伝っちゃだめって話じゃなくて、外国だったら当たり前に障がいのある方が来れば、基本セルフ

だけどスタッフが駆けつけてやってくれるのが当たり前なんだから、日本だってそうすべきだ」

っていうようなごもっともなご意見だとか、いろいろあったりして、なかなか反響は多分よかっ

たんだろうなとは思う動画とはなっております。 

 これをやれたのはですね、上川では先ほど言ったこの推進員はその事業所の所長でもあって、

車いすユーザーたちの仲間で、事業所自体でこの動画の編集だとかそういったのも生業にしてい

てですね、実はこれ、ボランティアで全部やってくれたっていうのがあって、できたっていうと

ころだったんですね。実際これ道でやろうとしても、予算ついてないんでなかなか難しい。編集

のソフトとかも持ってなかったりするんで、なかなか同じことをやろうとしても、なかなかでき

るような状況ではないんですけど、普段やっぱり障がいのある方と接する機会なんて全然ない方

が圧倒的に多いんで、その方の困りごとだ何だかんだっていろんなのものを知ってもらう啓発の
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事業としては、いい取り組みだったのかなと思っています。 

 最後の 1枚、稚内市立図書館の取り組みなんですけど、これも私が宗谷にいたときに、稚内市

立図書館で定期的に何かテーマ絞ってやってるっていうのがわかったんで、ちょっと障がい、や

っぱり一般の方に、障がい者のことをもっともっと知ってもらうっていうのが、差別の解消にも

当然繋がるだろうっていうようなことで取り組んでいたっていうのもあってですね、ちょっとそ

のテーマで絞って何かやってくれないかって、お願いに行って、やってくれたっていうのがきっ

かけで、そのあとずっと毎年毎年、続けてくれているっていうような取り組みがあります。 

 やっぱりですね、地域住民とかですね民間事業者の方も含めてですね、障がいのある方につい

ての理解促進の啓発事業というのは本当に大切だなとは個人的に思っています。普段やっぱり障

がいには全く縁のない、見たこともなく、会ったこともない住民が、特に札幌圏なんて多いんか

なと思うんですけども、そういう人たちってやっぱり、障がい者といったら本当に偏見を持って

るような気がするんですね。そう思う僕も偏見なのかもしれないですけど。やっぱり一般の方が

障がい者について情報を得るといえば、何かの事件を起こしたなど、そういったネガティブな情

報といった印象を持ってる方が多いような気がしてですね。それが差別だとか、偏見とかにも繋

がってくるっていう部分もあるのかなっていうので、やはり障がいのある方に対する理解、障が

いについて理解してもらう啓発事業っていうのは、やっぱり差別解消に向けて必要かなと、個人

的に思っております。 

 あといろいろ、イベント的な啓発事業でも、講演会とかフォーラムというのを一般向け、一般

の方も参加可能にしてやったとしても、今までいろんなとこ歩いてきて見てきたらですね、やっ

ぱり集まるのは市町村の職員だとか事業者の関係職員だとか、もう関係者身内みたいな感じにな

って、本当に私たちが声を届けたい、障がいのことを知らない人にはなかなか届かないというよ

うな状況になっている。空振りとは言わないですけども、ただそういう意味ではさっき言ったこ

の図書館の取り組みもそうなんですけど、一般的に SNS、本当に年代問わず、テレビとか新聞と

かとも違って、時間とかも問わず、幅広くいろんな世代等に、いつまでも消えることなく残して

いる限り消えることなくですね、普及啓発する方法としてやっぱり SNSというのは一定程度効果

あるのかなっていうのは、思っているところです。 

 で、前任地の上川の地域づくり推進員は個人的に TikTokってご存じですかね。それのアカウ

ントも持っててですね、自分自身が車いすユーザーなもんですから、日常のちょっとしたいろん

なことの 30秒や１分程度の動画を結構流したりしているんですけど、それ結構何万再生とかい

って、いろんな、コメント一般の方からもコメントいただいたりしてとかですね、また啓発とし

てはこういったのをツールとしては、いいのかなとは思ってるとこです。 

 もう繰り返しますけどやっぱりテレビ新聞、とYouTube とか今言った、TikTok でもうそれぞれ

本当に見る年代層が違っていますし、見てもらえる時間、期間が限られるテレビとか新聞よりは

やっぱり、SNSというのは有効かな、普及啓発するツールとしては効果があるかなというのは個

人的に思っています。またちょっと、参考資料、あくまでも、これをやりましょうとかそんなん

じゃなくて、ちょっとなかなか動画は難しいと思うんで、あれなんですけど、参考までにちょっ

と情報提供させていただいたものです。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございます。今の資料の部分のやつも含めながらでいいと思い

ますけれどもそれでは皆さんの方からですね、差別解消に向けたっていうところでの今の部分で

いうとね、理解促進とか普及啓発っていうところのお題として出していただきましたけども、暮

らしいやすい地域づくりっていう部分に関しての議題みたいなこととか、検討していきたい内容

なんかも含めてですねちょっとご意見をいただければと思います。 

 かつですね多分今日初めて会う方もいらっしゃるんだろうと思いますので、自己紹介も兼ねて

何をしている人かも含めてですね、ちょっと近況も含めて話をしていただいて議題のっていうか

ね、今思ってることとか、先ほど精神の部分でとか言ってた部分なんかもちょっと自由に発言し

ていただけたらいいかなと思います。順番なんですけど、すいません。いつもこっちからなっち
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ゃうかな。青柳さんから順番にずっとまわしていくような形にしたいかなと思ってます。 

 

青柳委員：滝川でＢ型作業所を経営してます。青柳といいます。 

 近況というか、ちょっとこの場で皆さんにも聞きたかったんですけども、実はうちの作業所に

通所してる利用者が、逮捕されたんですね。その彼を、1回目逮捕されてまた 2回目逮捕されて

んだけど、1回目逮捕されてそれで戻ってくるときに、私に話をして「自分がやったことについ

て理解して欲しい」と、私はその彼の話を聞いて、わかりましたということで、通所しました。

そして、2日目に、私の作業所で、暴言を吐き、暴力はまではいかなかったんだけど。 

 その後、その生活が、金貸してくれないかって話を言われた、私は断ったんだけど、そのあと

ですね、次の日ぐらいに、生活保護課行って職員に暴言を吐き、暴力もあったのかな。すぐ逮捕

されたということなんですけども、そのことの経過の中で私感じたことは、まずＢ型作業として

は、そういう人を何とか支えたいと思ってもまず人的に要員上難しいと。 

 それと、もう 1つは、彼がいろいろ状況を考えたときに、もう少し粘り強く、彼がそういうこ

とをやったらいけないんだよということを諭すというか、理解というかが必要でないかと思った

んです。統合失調症なんですけども、病院のお医者さんは、「性格」という主張なんですけど

も、性格だっていうことなんですね。だから病的ではないという捉え方なんですが、実際そうい

う暴言吐いて、また 2回もすごくこう、暴言を吐き逮捕されたりしてるというときに、そこら辺

の部分の、矯正施設っていうか明らかにし、何ていうんですか犯罪を起こしまして、ただ保護司

か何かつくんでしょうけど、その前の段階ですよね。そういう人を結局はどこが支えるんだと。

どこがこう、そういう矯正して、彼が社会に本当に復帰できるような、そういうことをものすご

く痛感しました。 

 だから、私も何とか変えようと思ったんですけど、ずっとその彼に一対一でつきっきりで、マ

ンツーマンで関わるわけにいかないんで、今ちょっとひと月にそういうことが起きてしまったん

だけど、これはこのままの状態そういうグレーゾーンの人がずっとどこも抱えることなかったら

彼自身が結局、犯罪予備軍なって、結局は問題の人間だというままにいってしまうんじゃないか

っていう、ここものすごく痛感してんすねだから、これが今の、制度の中でもしかあるんだった

ら教えて欲しいし、もしくは制度がないならどうするんだっていうことを、もうすごく痛感しま

した。以上です。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございました。その中身はちょっと厳しいんでしょうかね。 

 はい。梅原委員。 

 

梅原委員： 梅原です。岩見沢に住んでます。79歳です。今回で 3回目ですから、6年、任期満

了で 6年になるのかなあと思います。 

 僕はあまり SNSとかあんまり見ることはないんですけど、やっぱほとんどは先ほども話したテ

レビとか新聞ぐらいで、どうもやっぱり最近、ここ新聞などを見てても、ちょっと気になるって

いうか、うん。国の相談件数の報告の中では、障がい者配慮めぐり窓口相談が 4,600件とか、そ

れとか障がい者解雇で、これは 6月の新聞報道なんですけど、事業所の、報酬下げで、解雇は最

多 9,000人。何か世の中、あまりいい方向になってないのかどうなのかなと。先ほど影山課長言

ってましたけど、障がい者に対する、考え方というかね。後退してたらまずいんですけど、裏の

こういう会議の立場なんですけど、何かおかしいんじゃないかなって、そうした思いから、今回

も委員になりました。 

 そして、79歳ですから、昔は若い人たちばっかりで、わかんないと思いますけど、小学校のと

きは、ろうあ者、知能のいわゆる低い人、いろいろ体の不自由、ポリオ（小児麻痺）の人、たく

さんいたんです。幌向なんですけど、同じクラスにもいたし、学校にもたくさんいました。 

 そして、子供というのは、お互いに助け合ったり色々するんですね。そのうち養護学校ができ

たり何だかんだしてるうちに、障がい者が世の中から見えなくなってくる。これじゃあ何かやっ
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ぱりおかしいなあと思いながら、こういう委員へ公募しました。以上です。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございました。では、石塚委員。 

 

石塚委員： はい。石塚慶如と申します。今回札幌から来まして、札幌弁護士会の高齢者障がい

者支援委員会というところで委員長させていただいてる関係で、こちらの委員にならせていただ

きました。 

 うちの札幌弁護士会の方ではですね、いろいろ課題があるわけですけどもやっぱり法律文書が

非常に難解であったりとか、言葉をどう読むのかわかんないみたいなところもあって、障がい者

問わずかもしれませんがその書面の読み方がよくわからないというところがあって、今国の方で

法テラスという機関があるんですけども、そこに対して「障がい者でも、書面が読みやすいよう

な、そういうような契約書に変えるべきではないか」というふうなお話とかをさせていただいて

います。 

 ただ実際に漢字にルビを振ればいい問題なのか、例えば、ユニバーサルデザインフォントを採

用すべき問題なのかとか、そもそも何がニーズとして必要でそれのために何をしたらいいのかっ

ていうところは私たちも、ちょっときちんと理解できてない中での何でしょう、要望になってる

のかもしれませんので、その辺りは当事者不在ということにならないようにしなきゃいけないな

というふうに思っているところです。 

 またうちの委員会では、虐待、今回の虐待対応についても、こちらの所管ということになるの

かなというふうに思うんですけれども、高齢者については、高齢者虐待の対応というのを札幌市

とですね、弁護士会と北海道社会福祉士会で共同でやっているんですけども、障がい者の方がな

かなか進んでないという現状があります。ですので、おそらく障がい者虐待対応を各市町村でや

ってることは事実なんですけれども、それに外部の専門家が入ってアドバイスをしてどのように

したら虐待を解消できたりとか、できるのかっていうことが、外部の支援ってのはなかなかでき

てないので、それをしていかなきゃいけないんじゃないかというところで、各振興局の中でも何

か、こういう取り組みを一緒に推進していただけたらいいかなというふうに思っております。 

 また、今後の取り組みというところでやはり差別解消法の合理的配慮の事業者の関係で、やは

りまだまだ、合理的配慮がなかなか浸透していない部分もあるかと思いますので、そこの普及啓

発というところで先ほどの SNSっていう話も出てましたけれども、やっぱりああいう縦型動画で

なんでしょうかね、まず最初の 1秒が大事だとか何とかよく言われるみたいですけど、何でしょ

う、堅苦しいこと以外の取り組みなんかも進めて例えばその企業さんが、自分たちの SNSの中で

合理的配慮の取り組みとしてこんなことしてますよとか、そういったことが、ビジネスのインセ

ンティブが働くってこともあるのかなと思いますので、そのような形で啓発するっていうのもあ

りなんじゃないかなというふうに思った次第です。以上です。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございます。鈴木委員お願いします。 

 

鈴木委員： 鈴木と申します。岩見沢で、社会福祉法人内の生活介護事業所の方におります。 

 現状を、これまでというか、最近、一応親なき後っていうことで、今、高齢化されている障が

い者さんの、身よりのない方をどのような方向で支援していくかっていうことは、ずっとここ最

近はネタ尽きず、かといってうまく解決できるっていうところも難しいところなのかなっていう

ことで話はよく出ておりまして、法人内でもグループホームを新設しまして、法人に通われてい

る利用者さんのフォローというか、支援としては考えて進めてはいるんですけど、どうしても生

活介護、私の施設では生活介護ですのでどちらかというと重度の方が多いので、重度でグループ

ホームって言うと結構敬遠されがちですけど、そうするとその重度の方が親なき後、いざって言

ったときじゃどこでどう生活を見てくれるんだっていうと、今入所の方もどんどん減る傾向にあ

って、入所施設全てに問い合わせても、やはり重度っていうだけで、入所施設ですら敬遠されて
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しまって断られるっていうケースが多々ある中で、そういう方って、今後、どうしていくべきな

のかとして、課題としてよく話題にあがっているものです。 

 あとは、高齢化に関して言えば 65歳問題で、障がい、障がいのサービスと介護のサービスの

切り換えというか、そういうところが今すごく話題には出ているところでして、このまま障がい

サービスを使っていきたいという方もいれば、介護サービスに切り換えてっていう、希望される

方もいますけど、やはり障がい区分と介護区分の認定の基準が違うので、障がい重い方、介護に

切り替わった場合といったら介護が認定さほど高くならないんですよね。そうするとサービスの

質というか量が減ってしまったりっていうところで、うまくなかなかいかないねとかっていう話

で、そこもまた、現場レベルでは話題にはなってますけど、こればっかりはどうしようもないの

で、今後、うまく制度が、整備されていかないかなっていうところは、今話しているところでし

た。以上です。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございました。それでは山本委員お願いします。 

 

山本委員： 由仁町の保健福祉課で保健師をしております山本といいます。よろしくお願いしま

す。 

 私は、市町村、現場で働いているので、もう30年以上になるんですけども、障がい部門に関

して言うと、今もいろんな課題はあると思うんですけど、30年前と比べると、地域でのサービス

がすごく増えたなっていうような、就労Ｂだとか、増えてるなとは思います。 

 今課題に感じていることについては、私は小さな町ですので、障がい者の方だけでなく、どち

らかというと高齢化している町なので、高齢者の介護の相談が今もう大部分を占めてるんですけ

ども、先ほど鈴木さんおっしゃったように身寄りのない人の問題が非常に大きくて、相談を受け

たときに、身寄りがない方がやっぱり対応は市町村としては大変なんです。家族が 1人でもいる

と、家族の人がいる人だっていうことで、すごく心強く思います。 

 あと、今、ちょっと話ずれますけど在宅医療、高齢者が扱いが多いので、在宅医療っていうの

が今、地域では話題となっておりまして、地域で暮らすためには、いろんなサービス必要なんで

すけど、やっぱり、一番先に大事なのは医療の問題で、そして、在宅医療。今病院に通えなくな

ってきてるんですね、高齢者の方の交通の手段もなくなってきて、うちの町は結構在宅医療頑張

ってくださってる先生がいるので、少し普及してるんですけども、私は何か精神の方、精神疾患

の方が医療にかかるのはすごく大変な時代だなっていうふうに感じてまして、新規でかかるのに

は予約が必要だったり、待ってたりしますし、できればこの精神疾患も、訪問診療が受けられな

いかなと思います。そうしたらもう少し地域で暮らせるんじゃないかなと思っております。 

 あと、鈴木さんの話の続きで、65歳問題っていうことは結構、小さな町でも出てきてるんです

けども、小さい町ですので、もうずっともうすぐこの人 65歳だっていうふうに、こう言って

て、65歳になるから早く、ちょっと介護申請しようねとか言って手続きして、やっぱりおっしゃ

るとおりで、障がいから介護は軽くつくんですよね。すごくわかります。 

 でもその方の場合、介護保険優先にはなるんですけど、これは介護にはないね、じゃあ障がい

でいいねっていうような形で、国の方もきっと介護になったから減らすとか、困るようにはなら

ないようにしてくださいみたいな、通知が来てますんで、理由がつけばいいんだよっていう。こ

の人は障がいのサービスでいこうよっていうような感じで、市町村としては、考えていっている

っていう。だから、担当者に相談していただいて、有利に勧められるんじゃないかなと思いま

す。ちょっと雑駁ですけど、以上で終わります。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございます。佐藤委員。いかがでしょうか。 

 

佐藤（邦）委員： 私は岩見沢栗沢町の福祉村、大きな施設から来ていますもうこの会議にも 6

年間通っています。 
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 ここに参加して疑問に思うことは、この会自体が、空知管内の皆さんに知られているのかと、

疑問に思っているところです。なぜかというと、毎回毎回来るたびに、何も問題がないという内

容で終了してしまって、本当に問題がないのは良いことだけれども、そんなはずはないと自分は

思っています。 

 もっとこの会自体の存在を、空知管内の障がい者や健常者の皆さんにも知られるようにした方

がいいと、考えています。 

 

穴澤推進員： はい、ありがとうございます。では、中川委員お願いします。 

 

中川委員： 私は北海道社会福祉協議会というところがあるんですけれども、そこの空知地区事

務所におります。中川といいますよろしくお願いいたします。 

 当委員会に私は委員として、ご指名いただいたのがですね、現在、管内の 14町の身体障がい

者福祉協会を束る身障福祉協会というものがありまして、そこの地区事務所を担当してるので、

そういった意味では充て職という意味合いで、きっとご指名をいただいたと思っております。 

 空知地区事務所ではその他に社会福祉協議会ですとか、老人クラブ、共同募金会、民生委員児

童委員、5つの団体の事務局持ってます。ですから手広く浅くという業務となってしまってるん

ですけれども、そういったその地区の身障福祉協会、ここはですね、管内の市は除きまして空知

管内の 14町の身障福祉協会に所属する会員の皆様の、広域的なですね、親睦交流を深めるよう

な、そういう事業をする団体でございます。それで私も皆さんのようにそういう障がい者福祉に

ついての専門的な知見ございませんので、当団体の最近の課題とか、近況についてちょっとお話

をさせていただきます。 

 まず端的に言うと一番の課題はですね、会員数が減少をしてございます。毎年 14町束ねた会

員数が、大体 10％ずつぐらい減ってきておりまして、それで令和元年、5年前ぐらいの会員数に

比べて今もう 4割近く減少をしてきております。 

 そういった意味では、会費が当然減るんで、非常にうちの団体も今、経営難というか運営難に

ちょっと陥っておりまして、いろいろ毎年細かい見直しをしながら、何とか続けてるんですけれ

ども。その中でやっぱり一番、その会員が減ってる原因というのを、毎回毎回理事会とかで議論

しあうんですけど、一番の理由はですね、やはり昔は、個人情報保護法が成立する前は、行政と

の連携というか、団体と行政がうまくその町々で連携してまして、身障手帳を受けて、取りに来

た方の情報もですね、おおっぴらではないですけどやっぱり団体の方に伝えてもらって、それで

直接、またその方にも、こういう団体あるよっていうそういうＰＲしてもらってたみたいなんで

すけど、それが個人情報の関連でですね、やっぱり行政もきちっと、情報を、くれなくなり、そ

ういう意味では、新規会員がもう全然入んなくなってたんですね。新規会員は本当口づてでいろ

いろそういう情報を聞いた人にしか勧誘活動ができなくなったというそんな状況になってるみた

いでして、そういう方や、会員の方の高齢化が今進んでおりますので、役員のなり手も全然いな

くなってます。 

 これは他の様々な団体も老人クラブとかも、みんな同じなんですけれども。そういった意味で

はですね、うちの団体に限って言えば、これは他の 13振興局の同じ組織も、いろいろ会議で話

すと大体同じ傾向で、じり貧にちょっとなってきてるんですけれども。いかにしてこの団体を維

持して皆さん方のそういう交流親睦を深める。まあ、暮らしやすさに直に繋がるかどうかわかり

ませんけどそれにはですね、できるだけ努力していくためにですね、毎年毎年、議論しあいなが

ら少しずつ見直しをして、団体を持続可能な組織にして参りたいと考えております。大変雑駁な

話ですが以上でございます。 

 

穴澤推進員： はい。ありがとうございます。それでは田澤委員お願いします。 

 

田澤委員： 一般社団法人ワンステップ代表の田澤と申します。指定特定相談ですとか、児童相
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談ですね障がい福祉サービス児童福祉サービスの給付を受ける前に計画を立てて、定期的にモニ

タリングをやっていくという、計画作成の事業をメインにやらしていただいてる事業所です。 

 ただ、私どものワンステップではですね、ただ計画を立てるだけではなく、利用者さん、お客

さんをですね、悩みですとか、困りごと、サービスに直接繋がるものでない場合でも、そういう

のを、受け賜って必要なところと調整をかけたりというようなこともしてますし、あるいはその

ご家族の方の困りごとなどにも寄り添いながら、ちょっとただ計画を立てるだけではない本人の

生活を、様々な面から支えるというようなこともさしていただいてまして、行政や医療、福祉サ

ービスだけでなく、他の任意団体や地域のフォーマルインフォーマルな様々な資源、団体とちょ

っと連携をとらしていただいて事業を展開させていただいております。まだまだ、昨年の 12月

に始まったばかりの事業所なので、まだまだお客様も少なくという状態なんですが、中空知、本

来中空知だけだったんですけど中空知だけじゃなく、美唄、岩見沢、月形、三笠、この辺りも、

サービスの対象地域とさしていただいてますので、何かしらそういう、今営業なっちゃってます

けども、そういった対象の方がいらっしゃったら、よろしくお願いします。 

 あと、少し私なりに思うところといいますか、最近あったことなんですけれども、直接利用者

さんの障がいのある方々の不利益などに直接的に関わってるわけではないんですが、直接的なこ

とではないんですが、サービスを提供する、事業所ですね、障がい福祉サービスを提供する事業

所、法人の、運営などが、法に抵触していたりしていた場合ですね、そういうのって間接的に利

用者さんに不利益を生じさせているような状況だとは思うんですが、そういった場合の相談とか

問題の提起の仕方っていうのはどういうふうにしたらいいのかなあというのを、最近ちょっと思

ってまして、この場面ではないのかもしれないですけれども、振興局の社会福祉課の課長さんい

らっしゃるということなので、そういったところでちょっと教えていただけたらな、相談に乗っ

ていただけたらなというところでは、あると思ってます。はい。以上です。 

 

事務局（影山課長）： 当然、事業所運営するにあたっては各関係法令を遵守するというのが大

前提、事業者の責務としてですね。そういった切り口で、うちの所管の事業指導の方から、間接

的に大丈夫かという声がけはできる部分もあるかもしれませんけど、やっぱり各法を所管する監

督官庁が基本なんでしょうけど。聞かない方がいいんですかね、何をどういったものに触れてい

るとか。 

 

田澤委員： 税金を払ってないという事例です。市町村の委託事業を受けておきながら、そこに

かかってくる税金を支払わずにいたとわかってて支払わずにいたという場合ですね。 

 

事務局（影山課長）： そうなるとですね、まずは、当然、委託元の市町村側が、受託してるそ

の事業者に対して、払うもの納めなさいよっていう指導も当然すべき話かなと。 

 どこに情報提供するのかっていうのはですね、当然先ほど言った事業者自体の指定や運営指導

を所管している振興局等に情報提供いただくのもありだと思いますし、具体的にその委託事業と

いうことであれば、委託元の自治体に対して情報提供すれば、当然ほっとくって話にはならない

と思いますので、何かしらの対応はしてくれるのかなと考えます。 

 

穴澤推進員： ということでございます。 

 では、コーディネーターの 2人もちょっと、聞きましょうかね。 

 

小林地域づくりコーディネーター： 隣にいる佐藤委員が入所してるのが福祉村というとこなん

ですけども、同じ福祉村というのを、施設運営してるのが、大元が北海道社会福祉法人福祉村っ

て同じ名前入ってますけど、が運営してるんですが、私そこの職員ということになります。 

 ただ、今はですね、振興局を介して北海道の方から、空知管内北中南空知の 24市町を巡回し

て障がい者支援がうまくいってるかどうかということを、様子を見てくるようにということもざ
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っくり言えばですけど、それを委託されているということで肩書きとしては、地域づくりコーデ

ィネーターというような名前を、いただいて、市町を回らせていただきます。全部の市町、満遍

なく回っているような格好になります。隣の加藤も同じ地域づくりコーディネーターということ

になります。 

 で、最近ですね、この地域づくりコーディネーターとして空知全域を回ってる中で、感じてい

るのは、実はもう、今、国の流れがですね、障がいお持ちの方っていうのを、施設や病院にいる

方も、地域で生活しようと、地域に出ていきましょう、地域で生活し仕事しましょうというよう

な、後押しを国としてはしています。ちょうど亡くなりました安倍さんのとき以降から、1億総

活躍時代みたいに言われて参りますけれども、とにかく、今地域に出ようっていうことを、大き

な目標にしているんですけども、実際地域を回ってみますと一番思うのは、地域の受け皿づくり

ができていないというのが非常に課題です。 

 どこの地域も、グループホームが欲しいって言うんですけど、当然グループホーム住むとこが

あれば、仕事もセットっていうことは当然なんですけども、仕事だけを求めるって方はまずま

ず、普通に生活できてるぐらい非常に落ち着いた方になるんですけれども、当然、問題を抱えた

り人の何らかのご支援が必要だった方は、グループホームに入って、何らかの人の関わりの中も

含めて、やっと仕事を見つけたいって方が非常に多いんですけど、地域は受け皿づくりとして国

は「地域で生活を、地域に出ていこう」と言ってるんですけど、そういう生活するグループホー

ム等が、まずどこの地域も作ってなくて、病院からあるいは施設から出たいっていう方はどこに

行ったらいいのと非常に困っています。はい。で、地域も受け皿がなくて困っています。 

 で、例えば先ほどのご紹介あった、滝川市さんのケースのようにですね、要するにもう、急い

で出てしまったとか、全然きちんと身の回りのことも自分自身のことも整理できないままに、地

域に出てしまって、トラブルを起こしてしまう。これは、いわゆる非常にこう、負の形という

か、残念なパターン、というふうにお見受けできます。 

 それと、今、鈴木さんもおっしゃってましたけど、ついこの前までの地域で、そういった方

と、地域ぐるみでお世話しようということで、拠点整備をしようということで、国は今年から義

務化に、あと各市町村に対して努力義務化になったんですけれども、今回北海道はいろいろな計

画を総合して、第 7期の計画っていうふうに総まとめにしてるんですけど、その中で実はもう親

なき後の方に対しても今までの支援をするという謳い文句があったんですけど、もう親なき後で

言葉が消えました。なくなってしまいました。で、どうしてかっていうと、もう団塊世代の親御

さんたちがもうどこの地域もなくなってしまって、実は家庭に残されてる障がいをお持ちの方っ

て、今更ながら発見される、見つかるっていうケースが、どこの地域でも今更ながらまた出てき

ています。で、もう今更親なき後どころでないと、もうとにかく地域にはそういった人達問題を

抱えてる人が、生活してるって大前提に立って、お世話しなきゃなんないんだっていうふうに、

もう今は、北海道の見方も変わってきてまして、もう親なき後どうするっていうよりかはもう、

障がいを持って困ってる方に対して、地域で生活支援のための支援をしなきゃだめだ、そういう

ふうにちょっと路線が変わってきてるんですけども、冒頭言いましたように、受け皿がどこの地

域もなくて困っているという状況です。 

 今の自立支援協議会もそれぞれ、どういうふうにしたらいいかということで、少しずつ今です

ね、協議会自体を見直そうという動きが各市町、中空知南空知、ちょっと動いているところでち

ょっと町名までは言うの控えますけれども。今までのコロナをしのいできたっていうところか

ら、今どうやって地域づくりをしようというしようかということで、自立支援協議会が、もう幾

つもの市町で今活発化してっています。 

 もうそろそろ、拠点整備も進められたり向かおうというような動きが、今改めて地域の見直し

って動きが出てきているというような、そんなところかと思います。はい。大体、概要という意

味で、ちょっと情報提供でした。以上です。 

 

穴澤推進員：はい。では加藤コーディネーター。 
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加藤地域づくりコーディネーター： 今小林からありましたが、地域生活支援センターあ～ちの

方で、地域づくりコーディネータを担当しています。地域づくりコーディネーターの業務として

は今、小林の方から説明があったので、割愛をさせていただくんですけれども、お仕事として、

空知の 24市町を主に回らせていただいたり、あとは、圏域内の障がい福祉に関わる支援者の方

向けの研修なども企画したりしています。 

 一方では同じあ～ちという名称で、計画相談、あとは岩見沢市の委託相談も受けていたり、こ

の 4月からは相談の総合的な窓口としては基幹相談支援センターというのも、あ～ちの方で受託

している関係で、地域づくりコーディネーターをする傍ら、相談業務的の方が比重としては多い

状況です。 

 主にその相談の業務の中では、やっぱりサービスの調整に関してのご相談が多いんですけれど

も、お子さんの療育、通所させたいんだけどもどうしたらいいかとか、就労継続支援Ａ型・Ｂ型

につきたいんだけども、どのように利用すればよいかといった相談が多いんですけれども、単に

皆さんこうサービスの調整をしてそこにつなげればいいというわけではなく、やはり皆さん、何

らか、そのサービスに繋がるだけじゃなくて、メインは、いろんな、まずは相談というか話を聞

いて欲しいというニーズが大きいといつも感じています。 

 そしてその中では特に身体の障がい、知的な障がいを持ってる方もいらっしゃいますが、やは

り皆さん精神面の課題、問題、悩みを抱えてる方が、非常に多いですし、ご本人だけじゃなく、

実はご家族でそういうメンタルにちょっと悩み、悩まれてる方が多い、いるとか。そういった意

味でずっとお話を聞いていくと、ある意味家族支援とまではいかないまでもいろいろと複雑に事

情が絡み合ってるなっていうケースが非常に多いです。 

 そういった意味では、山本委員もおっしゃっていましたが、なかなか精神の課題を持っていら

っしゃっても、なかなか病院にかかれないとか、あと今岩見沢市内でいえば精神の病院が、入院

病床もある病院が今 4つほどありますが、そこに必ずしも受診につながるわけではなく、マッチ

ングの問題や交通事情の問題とかもありますので、かかりたくてもかかれなかったりする方もい

らっしゃるという意味では、訪問診療ですとか、自宅にいても、そういったことが相談できる窓

口というのが必要なんだなとも思いますし、そういう専門的な治療医療の前に、まずはその前段

として話を聞くというところで、もう少しこう食い止められる部分もあると思います。そういっ

た意味での関わりが必要な方がたくさんいらっしゃるなと感じています。以上です。 

 

小林地域づくりコーディネーター： すいません。手短に。今日ですね、皆さんのところにも、

合理的配慮って、資料あるかと思うんですけど、これちょっと一言、情報提供として補足したい

と思います。実は 24市町回っていて、昨年、全ての自治体において合理的配慮が義務化された

のですが、合理的配慮に関するクレームだとか、あるいは「これは合理的配慮になるの」という

相談とか、ありましたかっていうことで、すべての自治体に聞いています。すべての自治体から

の答えはすべて 1件もありませんということでした。 

 これは、合理的配慮っていうものが伝わって浸透してるせいなのか、それとも、きちんと合理

的配慮をされているせいなのか、その辺の判別はつきませんけれども、去年回った感じでは合理

的配慮について、相談があった、クレームが入った、そういったことは実際それぞれの時代には

1件もなかったというのが、空知の状況でした。 

 

穴澤推進員：はい。ありがとうございます。 

 これ大体一通りって言って出していただいた話をすると、まとめると、非常に課題が多いって

いうことがわかるっていうことなんですが、一番最初に青柳委員がね、ちょっと、これ、皆さん

にできれば聞きたいみたいなところがあったので、そこの部分でもし、こんなところがあるよっ

ていうところ、暴力行動のようなケースについて、最終的には定着支援センターなどが対応する

場面もあるとは思いますが、そこに行く前ですよね。 
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青柳委員： 保護司もついていない。 

 

穴澤推進員： 保護司もついてないんですよねっていう場合って、これってどこが対応したりす

るとかって、田澤さんどうでしょう。 

 

田澤委員： 過去前職とかでそういう相談を数多く受け付けてきたんですが、基本的にどこがサ

ポートするかって明確な答えはないんですよね。ケース・バイ・ケース。本人のどこに支援が必

要か、必要なのは医療なのか、サービスなのかということによっても違いますし、そこの部分で

考えるときも、よくあるのは、これは障がいではなくて本人の性格記述の部分だよっていう判断

するところと、いやいやそこも含めて、本人の困りごとでしょっていう声もあって、なかなかど

こに落としどころを求めるというのは難しいんですよね。 

 ただそこら辺の相談、調整も含めてなんですけれども調整も含めて相談を受けるのは、各市町

に設定されてる基幹相談支援センターですとか、あるいは、それがない場合でも、例えばあるの

が、地域生活支援拠点に該当している、地域生活支援拠点などに認定されている相談事業所がそ

この窓口になって、3障がい問わずですね、対応する形にはなっていましたし、事実そうしてき

ました。 

 いや、やはりそういった触法の方の落としどころって非常に、難しいという現実はあります。

その作業所の青柳さんのところで支えてあげようという気持ちは非常に大切だとは思うんです

が、作業所も 1人のための作業所ではないので、他の方々への影響、1人を何とかしようと思っ

て残りの 19人全員ぶっ倒れてしまったなんてことになってしまっては、本末転倒ですし、やっ

ぱりそこら辺の加減は非常に難しいなと思っています。 

 その一方で気質、先ほどちょっと気質か障がいが、というところでの話でもあったんですが、

障がいだけに限らず、本人の問題行動確かに気質や性格に起因する部分も含めて、複合的な要因

が絡んでいますが、やはり大きいんですよね。そこの気質に関する部分を支援の手だけで変化を

促すのは、非常に難しいのが現実です。 

 触法される方の多くは、こちらからの働きかけ、支援などによって、その行動が劇的に改善さ

れるということはほぼほぼ望めないと思います。環境的にそういうことができない環境に、緩や

かに置いていくですとか、そういったことも考えながらなんですけれども、正直なところ、社会

は人との関わりの中で成り立っています。その中で常にトラブルが生じてしまうような方は、ど

うしても居場所を見つけにくいという現実があります。どんなに頑張ってもと、止められなかっ

たという例も、私の中でも支援者中でも実際にあります。 

 そう言いながらもそう、どうにかできないんだろうかと考えながら、日々支援に当たっていっ

たり、何とかこの人たちのうまく生活できるような場面環境、そういったものが整えられないん

だろうか、っていうのを常に考えていくことが一番大事なのかなというふうには思っています。 

 

青柳委員： だけど今、国が言ってる共生社会ってのはまさしくそこをどうするんだと、地域

で、ね、やろうということなんだと思うんですよね。だから、「しょうがないね」で済む話じゃ

ないなと私は思うんだよ。だから、空知振興局が、その突破口開けたら私言いませんけど、だけ

どこれはそのままにしていい話ではないと思うんですねで。 

 警察から当事者のことについて聞かれてるときね、これ全部聞いたんだ。「こういうとこどう

矯正施設っていうか、そういうとこなんかないですかねどうしたらいいんですかね」って。「そ

れは私たちの管轄じゃないです。」と言われたときにね、本当にしたらどうするんだよと。 

 で、やっぱりその当事者の彼とも話したときに、1回目来たときに彼に話したんですよ。必ず

約束しようと「1つは、困りごと溜めないで、まず言ってください」と。そうは言って少しは効

果はあったんだけど、実際暴言入ったときも絶対に私は怒らないで対応しました。だから、そこ

で少しは効果はあると思います。そこまではね。それを毎日続けるのか。 
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 病院の方が性格ですって、そんな簡単に言っていいんかいと私は思いました。触法だったら、

もうものすごく連携するでしょ。情報共有したりいろんなことしたり、でも、似たようなもんで

すよって言いたいわけですよね。本当に共生社会を実現するというのであれば、具体的な対応が

求められると思います。 

 制度も作らなきゃいけないし、もう 1つ私今最近高齢者福祉ってのちょっと勉強してまして、

その中で地域包括支援センターは非常に丁寧で、精神分野でもやって欲しいと私は思いました。

それやったら、私も多少今勉強したら、15歳とかね、思春期から精神病になるんですよね。その

時に一番困るのは本人も困ってんだけど、家族も困るんですよ。初めてのこと経験だから。何、

どうしたらいいのかも。そういうところのケアっていうのが、本当にこれ切実だと思うんすよ

ね。だからもしくはそういうとこがちゃんとなってたら、今回の当事者も68歳ぐらいかな。彼

はそこまで野放しにならなかったんだろうと思うんですよね。 

 私たまたま今回の、滝川市の、社会福祉協議会の理事になりました。何でなったのかなと、ち

ょっとよく私もわかんないんだけど、私あの精神障がい者家族会ずっとやってきたもんで、先ほ

どの講演会やったときに、そんなに集まらないと。私も 3年前ぐらいまでずっとやりました。3

年間ぐらい。保健所にも行きました。市のそういう、健康保険センターとかいろんなとこ行きま

した。反応悪いんだよね。保健所行ったときも、何かよくわかってないんだよね。こういう精神

の家族のことを話してもね。 

 だけども講演会とか、いろいろやりました。向谷地さんにも来てもらったし、札幌の精神保健

センターですか、岡崎先生も来てもらったし、あと映画もやったし、大体 40人ぐらいは来るん

すよ。はい。で、それを感想書いてもらったら本当にもう熱心に書いてる人いるんですよね。だ

けど 40人の枠は超えないんですよ。 

 そして、実際精神障がい者家族会の道の役員というか道の相談員も道から委託されてますか

ら、その中の人 2人ぐらい来てもらって 2年間、医療相談室っていうのがやりまして、そのとき

も、やはり、家族は 3家族ぐらいかな。うん。赤平市と滝川市でやったんだけど、道新とプレス

空知で地域新聞、掲載しました。プレス空知は大きく載せてくれるんだけど、あの道新の小さい

囲み記事に掲載されるんだよね。だからそれをみて気になった人だけ、数人来られた程度でし

た。 

 何年後かにそういう話があったりして、だから、私言いたいのは、なんていうかな、今私が言

った話とか、田澤さんとかも言った話は、最近とかなにかっていう話じゃなくても、ずっと続い

てる話なんで。今回新たに出た課題でも何でもないし、なおさら共生社会って先ほど小林コーデ

ィネーターが言った共生社会を目指すと国がいてるんだから、やっぱり、ここの地域でもしっか

りやって欲しい。 

 もう 1つ、滝川市って言ったらちょっと滝川市を批判する意図ははないんですが、保健センタ

ーに行って、担当者か課長でもない方に精神の地域包括あったらいいですよって伝えましたが、

「上から言われてない」それで終わりなんだよね。だけど、切実なのこっちなんですよね。本当

にある精神科医で家族がやってますから、本当に家族は切実です。自分のうちに、そういう当事

者がいて、全部占領されてます。住む場所ほんのちょっとしかありません。その状態が何年も続

いてます。 

 

穴澤推進員： ありがとうございます。すいません。時間なのでごめんなさいね。 

 根深い問題っていうことですよね。だからその、いろいろ今、皆さんのそれぞれの日頃の関わ

りの中から、障がいを持つ方についての様々な問題点っていうところが多分挙げられてるんだろ

うと思います。 

 これを多分これはここで出た意見として一旦まとめるとして、それを 1個 1個この場で紐解い

ていくっていうことではないんだろうとは思っていて。この委員会とすると、先ほど出た差別解

消等々に向けてとか、合理的配慮の部分ですよね。そこでどういった障がい者の部分の理解を深

めていくのかとか進めていくのかみたいなところうが 1つのポイントになるんだろうなというこ
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とですね。 

 そこについて協議、出た意見なんかも踏まえながら、さらに次回、1つ取り上げるかどうかも

今後ちょっと検討しますけども、進めていくような形なのかなとは思っています。はい。 

 聞いてて、まとまりきれてないかもしれないですけど、特に障がいを持っている方の部分で、

より暮らしづらさが表面化するというか、私が対応してるのはどちらかというと生活困窮支援の

窓口で、先ほど言われたグレーゾーンというのもまさしくグレーの部分で、私のところにはよく

来ます。障がいに繋がればいいけどみたいなところのぎりぎりのラインでいいたりするので、そ

れぞれがやっぱり暮らしづらさみたいなところが、表面に出てきてんだろうな。その一方で、施

策で言うと、地域移行しようみたいな。一方では制度が整って、これなんか、先ほども聞いて

て、それこそ梅原さんが言ってた昔は一緒だったという。ごちゃまぜの中で育つことで、実は知

っていた環境がある中、どうしてたかという、その中から制度が少しずつできていって、一見そ

のサービスが整った形になったけれど、今度、健常者と障がい者が学校出るまでは、出会わない

状況というか、じっくり関わらない状況になってきて、だけど、世の中がこうなってきたとき

に、今また、「その地域共生とか、移行だって言って会わせよう」ではそのときに、どういった

ことが問題になるかということが、すごい大きな問題となっている。ただ、それ自体を、ここの

場で取り上げるということよりは、ここの中で言うところの差別解消に向けたっていうところの

取り組みはどういうふうにあるべきなのかとか、そこら辺を、次回さらに深めていければいいん

じゃないかなというふうに思いました。 

 共通してる課題として、国の方で言うと孤立・孤独っていう話になっちゃうんですけど、結

局、お 1人様問題ですよね。相談できる人がいなくなり、特に障がいが抱える部分での身寄りの

問題とか、身元保証の問題とかって、もう手術さえ受けれないとか、どうしたらいいでしょうっ

て弁護士さんとこに相談に行くとかっていうのってありますもんね。共通して何人かからもこの

ようなことがでたので、そこら辺を切り口に、話題にもできたらいいかなとは思いました。は

い。 

 すいませんちょっと拙いまとめになりましたけれども、ちょうど時間ございますので、今回、

このような形で終わらせていただこうかなと思います。では事務局の方に、最終戻しますね。 

 

事務局（芝木主査）： どうもありがとうございました。本日、委員の皆様から様々な意見いた

だきましてどうもありがとうございます。 

 委員会は例年ベースでは年 2回開催しているところですけども、次回につきましては、今回の

意見を踏まえまして、地域づくりコーディネーターの 2人と、推進員とも相談しながら進めてい

きたいと思います。 

 皆様におかれましてはまたこういったことでどうかってことがありましたら事務局までお知ら

せください。 

 それでは本日の委員会はこれをもちまして終わりたいと思います。どうもありがとうございま

した。 


